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氷見市被災事業者廃棄物処理費補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、氷見市補助金等交付規則（昭和４４年氷見市規則第１２号）第２２条の

規定に基づき、氷見市被災事業者廃棄物処理費補助金（以下「補助金」という。）の交付に

関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 事業所等 市内に有する事業所、工場、店舗その他事業の用に供する施設をいう。 

(2) 災害廃棄物 令和８年８月２７日からの大雨に伴う災害（以下「本災害」という。）に

よる浸水その他の被害に伴い、事業所等において生じた産業廃棄物（廃棄物の処理及び清

掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「廃棄物処理法」という。）第２条第

４項に規定する産業廃棄物をいう。）をいう。 

(3) 事業者 事業所等において事業を行う法人又は個人をいう。 

(4) 管理票 廃棄物処理法第１２条の３第１項に規定する産業廃棄物管理票をいう。 

(5) 電子情報処理組織 廃棄物処理法第２条第６項に規定する電子情報処理組織をいう。 

（補助金の交付） 

第３条 市長は、本災害により打撃を受けている産業の回復に向けて市内において被災した事

業者において早期の事業所等の復旧及び事業が図られるよう支援するため、災害廃棄物の処

分等に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとする。 

（交付を受けることができる者） 

第４条 補助金の交付を受けることができる者（以下「対象事業者」という。）は、次の各号

のいずれにも該当する者とする。 

(1) 本災害により事業所等に被害を受け、当該被害について市長からり災証明書（被災届出

証明書を含む。以下同じ。）の交付を受けた事業者であること。 

(2) 本災害による産業廃棄物の運搬及び処理を実施し、それに要する経費を負担した事業者

であること。 

(3) 当該経費について、国、県その他の地方公共団体から補助金その他これに準ずる給付を

受けておらず、かつ、受ける見込みがない者であること。 

(4) 氷見市暴力団排除条例（平成２４年氷見市条例第１号）第２条第１号に規定する暴力

団、同条第２号に規定する暴力団員又はこれらと密接な関係を有する者でないこと。 

(5) 市税を滞納していない者であること。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる者は、対象事業者としない。 

(1) 国、地方公共団体その他の公共団体 

(2) 宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第４条に規定する宗教法人 
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(3) 政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第３条第１項に規定する政治団体 

(4) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２

条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を営む者 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、令和８年８月

２７日から令和８年１１月３０日までの間に運搬及び処分が完了した災害廃棄物に係る次に

掲げる経費（消費税及び地方消費税に相当する額を除く。）とする。 

(1) 運搬に要した経費 

(2) 処分に要した経費 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる経費は、補助対象経費に含まないものとする。 

(1) 対象事業者が自ら運搬した場合における人件費、燃料費その他これらに類する経費 

(2) 本災害との関連が確認できない廃棄物の処分等に要した経費 

(3) 保険金、共済金その他これらに類するものにより補填され、又は補填されるべき額に相

当する経費 

(4) 定期的に排出される廃棄物その他本災害の発生前から継続して排出されている廃棄物の

処分等に要した経費 

(5) 産業廃棄物の運搬又は処分を業として行う者が、その事業として処理する産業廃棄物に

係る経費 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費の合計額に２分の１を乗じて得た額とし、１の対象事業

者につき１，０００千円を限度とする。 

２ 前項の規定により算出した額に１千円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるもの

とする。 

３ 補助金の交付は、１の対象事業者につき１回限りとする。この場合において、２以上の事

業所等が被災したときは、当該事業所等に係る補助対象経費を合算するものとする。 

（交付の申請及び実績報告） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、氷見市被災事業者

廃棄物処理費補助金交付申請書及び実績報告書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、

令和８年１２月２８日までに市長に提出しなければならない。 

(1) 誓約書兼市税納付状況確認同意書（様式第２号） 

(2) り災証明書の写し 

(3) 災害廃棄物の運搬又は処分を受託した者の当該業務に係る許可証の写し及び当該委託に

係る契約書の写し。ただし、市長が当該許可の状況を確認することができる場合は、許可

証の写しを省略することができる。 

(4) 補助対象経費に係る請求書並び領収書又はその支払の事実を証する書類の写し 
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(5) 計量伝票又は受領書の写し 

(6) 管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第２項の規定により管理票を交付した者が保

存することとされているもの（Ａ票）に限る。） 

(7) 災害廃棄物の撤去前の状況が確認できる写真 

(8) 補助金の振込先が確認できる預金通帳の写しその他これに類する書類 

(9) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 前項第６号の規定にかかわらず、電子情報処理組織を使用して管理票の交付に代えている

場合は、当該登録の内容を記載した書面をもって足りるものとする。 

３ 第１項第３号及び第６号の規定にかかわらず、専ら再生利用の目的となる産業廃棄物の処

理を委託した場合、廃棄物処理法の規定により管理票の交付を要しない場合は、計量伝票、

受領書、処理の事実、委託先及び管理票の交付を要しない理由を確認することができる書類

をもってこれらに代えることができる。 

（交付決定及び額の確定） 

第８条 市長は、前条の規定による申請があった場合には、その内容を審査し、適当と認めた

ときは補助金の交付を決定するとともに額を確定し、申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の審査の結果、補助金を交付しないことと決定したときは、その旨を申請者

に通知するものとする。 

（調査） 

第９条 市長は、補助金に関し必要があると認めたときは、申請者に対し、関係帳簿等の提出

を求めることができる。 

（交付決定の取消し及び返還） 

第１０条 市長は、補助金の交付の決定を受けた者が偽りその他不正の手段により補助金の交

付を受けたとき、又は前条の規定による求めに応じないときは、補助金の交付の決定の全部

又は一部を取り消し、交付した補助金の返還を命ずることができる。 

（書類の保管） 

第１１条 補助金の交付を受けた者は、補助対象経費に係る書類を、補助金の交付を受けた日

の属する年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。 

（細則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

附 則 

この要綱は、令和８年９月７日から施行し、令和８年８月２７日から適用する。 


